
独立行政法人海員学校

平成１６年度業務実績評価調書

平成１７年８月

国土交通省独立行政法人評価委員会



平成１６年度業務実績評価調書：独立行政法人海員学校

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

項 目 評定 評定理由 意 見

中 期 計 画 平成１６年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置

（１）組織運営の効率化の推進

・全国８校の運営を本部を設置 ・教務部と清水校業務を分離し、教 ２ ・教務部職員の清水校教諭併任を解除

し一括管理体制を執り、業務 務部組織を強化する。 し、教務部組織の強化が図られている。

の集約、効率化

（２）人材の活用の推進

・必要な役職員の確保 ・年度中に海事関連機関等と８名の ２ ・組織の活性化を促進するため、国土交

・期間中に４０名以上の人事交 人事交流。 通省、他の船員教育機関、民間船社と８

流 名の人事交流が実施されている。

（３）業務運営の効率化の推進

ａ）教育機材等の有効利用の促

進 ３

・教育機材等の計画的な整備 ・校内練習船の稼動率を５％向上。 ・実習時のグループサイズ等の改善によ ・いろいろな工夫により、校内練

・主要教育機材の稼動率を５％ り稼働率は沖縄校を除く各校平均で１ 習船の稼働率が上がっていること

向上 １ ９％向上している。 は評価できる。.
ｂ）業務の外部委託の検討

・施設管理業務の外部委託 ・施設管理業務の外部委託化を ３ ・庁舎管理業務の外部委託化の推進によ ・庁舎管理等の外部委託による費

・賄業務の外部委託化を含めた 図る。 り２８５万円の費用が抑制されている。 用の抑制は評価できる。

業務運営の効率化 ・波方校の賄業務の外部委託。 ・波方校の賄い業務の外部委託が年度当

・本科校の外部委託化を検討。 初から計画どおり実施され約２００万円

・一般管理費の抑制に努める。 の費用が抑制されている。

ｃ）一般管理費を２％程度抑制 ・本科校の賄い業務の外部委託につい

て、業者の有無等具体的な検討を行って

いる。

・全校あげての取組により光熱水料前年

比０ ４％、通信費１１ ４％、合計９３. .
万円の抑制がなされている。



２．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置

（１）海員の養成のための教育の実

施 ①座学科目の１単位の授業時間数の見直

（ａ）専修科教育 しがなされ、学生の資質や適正に対応で

①教育内容の改訂と単位制度の ①選択科目の充実を図り、単位 ３ きる選択科目の受講等、単位制度の改善

導入 制度の改善を検討。 について検討されている。

②授業内容の活性化並びに自己 ②授業評価結果を授業方法の改 ②学生に対するアンケートを実施、研究

評価体制の構築に向け学生に 善に反映させ、研究授業を実 授業及び授業研究会を実施し、授業技術

よる授業評価制度を導入、各 施し授業の効果的な進め方を の向上を目指す取り組みを行う体制を構

学期１回実施 検討。 築している。

④インターンシップ制度（研修 ④乗船体験制度の継続。 ④関係機関の協力を得て、夏期休暇中に ・内航船を利用した乗船体験を早

制度）の導入を検討 インターンシップ課程を検証 ３５名の学生に内航船を利用した乗船体 めに実施することは、学生が考え

し 改善の方向性を検討する 験制度及び１９名の学生に海技大学校の る船員像と船社での実態とのギャ、 。

練習船を利用した乗船体験を実施してい ップをうめるためにも良い制度で

る。 あり、また、海技大学校の練習船

⑦船内供食及び栄養管理に関す ⑦船内供食及び栄養管理に関す インターンシップ課程は１名が終了 を使った乗船体験についても、内

る授業の導入を検討 る授業を継続する。 し、本人からのアンケート調査及び航海 海航海を実施しており、即戦力強

訓練所、受け入れ船社との意見交換会を 化に大きな成果を上げていること

実施し今後の課題整理を行っている。 は評価できる。

⑦各学校が環境に応じて調理実習に加え

て、船内供食及び栄養管理に関する講義

を行っている。

③本科及び司ちゅう・事務科の ③清水校において１０名の募集 ２ ③計画どおり清水校の募集人員を１０名

養成定員の一部を専修科に移 人員の増加を図り、専修科拡 増加させ９０名とするとともに、専修科

行し定員増を図るとともに実 充の具体策を検討。 拡充についての内部検討会を立ち上げ、

践教育を充実 検討がなされている。

⑤自主講座の充実により海技従 ⑤自主講座の充実により海技従 ３ ⑤標準問題集を作成し学生に配布すると ・国家試験の合格率は定着してき

事者国家試験 四級海技士 航 事者国家試験 四級海技士 航 ともに、口述試験対策の実施、継続的な ている。（ （ （ （

海及び機関 ）の合格率を８ 海及び機関 ）の合格率を８ 補講の実施等の工夫により合格率は９５） ）

５％以上 ５％以上。 ％と目標値及び昨年実績（９１ １％）.
を上回っている。



⑥就職指導を強化することによ ⑥・船員職業紹介事業を検討す ・Ｈ１７年度からの無料船員職業紹介事

り海事関連企業への就職率 る。 ２ 業開始に向け、規程等の整備を図り、海

（就職者／卒業者）を９０％ ・就職指導を強化することに 員学校就職情報ネットワークの構築に向

以上 より海事関連企業への就職 け内部検討会を立ち上げ検討を行ってい

率を９０％以上。 る。

企業に対し、求人依頼文書に学校の教 ・就職については景気の動向や業

育状況、指導方針、学生の職業意識をア 界の情勢等に左右されるものであ

ピールする資料等を添付して発送する等 る。学校の行っている就職活動へ

の工夫により、目標値９０％に対し、３ の努力は十分に評価される。

月末実績は８８ ３％であり昨年より１.
％向上している。

（ｂ）本科教育

①船舶の技術革新や海運業界のニ ①教科書の改訂を継続し、課程 ３ ①航法、航海計器、海事英語、船用機関

ーズに的確に対応した教育内容 教科内容について検討する。 の教科書の改訂に着手している。

の精選 ②生徒に対する事業評価アンケートを実

②授業内容の活性化並びに自己評 ②授業評価結果を授業方法の改 施するとともに、研究授業、授業研究会

価体制の構築に向けて生徒によ 善に反映させ、研究授業を実 を実施し、授業技術の向上を目指す取り

る授業評価制度を導入、各学期 施し授業の効果的な進め方を 組みを行う体制を構築している。

１回実施 検討。 ④関係機関の協力を得て、夏期休暇中に ・内航船を利用した乗船体験を早

④インターンシップ制度（研修 ④乗船体験制度の継続。 ２３名の生徒に内航船を利用した乗船体 めに実施することは、生徒が考え

制度）の導入を検討 インターンシップ課程を検証 験制度を実施している。 る船員像と船社での実態とのギャ

し 改善の方向性を検討する インターンシップ課程の周知を図った ップをうめるためにも良い制度で、 。

が昨年同様希望者はいなかった。 ある。

⑦船内供食及び栄養管理に関す ⑦船内供食及び栄養管理に関す ⑦各学校が環境に応じて調理実習に加え

る授業の導入を検討 る授業を継続する。 て、船内供食及び栄養管理に関する講義

を行っている。



③養成定員の一部を専修科に移 ③本科再編の具体策として、沖 ２ ③沖縄校対策委員会を定期的に開催し、

行し本科の再編 縄校の教育業務の停止に向け 規程等の改正、資産処分等当面する課題

必要な作業の実施。 について検討を行い、予定どおりＨ１７

年３月３１日をもって石川市における教

育業務を停止している。

⑤自主講座の充実により海技従 ⑤自主講座の充実により海技従 ３ ⑤口述試験を模した少人数の模擬口述試 ・国家試験の合格率は定着してき

事者国家試験 四級海技士 航 事者国家試験 四級海技士 航 験を実施するなど、昨年の実勢を上回る ている。（ （ （ （

海及び機関 ）の合格率を５ 海及び機関 ）の合格率を５ ７１.８％の合格率で、目標値を大きく） ）

５％以上 ５％以上。 上回っている。

⑥就職指導を強化することによ ⑥・船員職業紹介事業を検討す ２ ⑥Ｈ１７年度からの無料船員職業紹介事

り海事関連企業への就職率 る。 業開始に向け、規程等の整備を図り、海 ・就職については景気の動向や業

（就職者／卒業者）を７０％ ・就職指導を強化することに 員学校就職情報ネットワークの構築に向 界の情勢等に左右されるものであ

以上 より海事関連企業への就職 け内部検討会を立ち上げ検討を行ってい る。学校の行っている就職活動へ

率を７０％以上。 る。 の努力は十分に評価される。

就職率は６３ ９％で昨年を上回って.
いるが、目標値には達していない。

⑧生活指導推進のため毎年３回 ⑧・生活指導推進のため各校３ ２ ⑧各校３回以上の保護者会が実施され目

以上の保護者会の開催 回以上の保護者会を開催。 標値を上回っている。また、各学校のＨ

・各校ＨＰを活用した保護者 Ｐを活用して保護者との連携強化を図る

との連携強化。 ためＨＰの更新等の工夫がなされてい

る。

（ｃ）司ちゅう・事務科教育 ２

①海運業界のニーズに対応した教 ①教育内容等制度設計の具体的 ①１５年度に実施したアンケート調査の

育内容の精選 検討。 結果から、検討会を立ち上げ調理教育体

②授業内容の活性化並びに自己評 制の設計について検討を行っている。

価体制の構築に向け学生による ②・授業評価制度を実施し結果 ②授業内容を活性化させるため授業アン

授業評価制度を導入、各学期１ を授業方法の改善に反映さ ケートを実施し、学生の授業に対する率

回実施 せる。 直な意見を把握し、授業へ反映されてい

・定期的な研究授業により座 る。

学授業の効果的進め方を検 研究授業を実施し授業技術の向上を目

討。 指す取り組みを行う体制を構築してい

る。

③養成定員の一部を専修科へ移 ③養成定員縮減の具体化に向け ２ ③独法内部に検討会を立ち上げ、今後の

行し定員の縮減 た準備作業。 調理教育体制の設計について検討してい

る。また、平成１７年度の募集人員が前

年度に引き続き４０名（定員６０名）に

抑制されている。



④就職指導を強化することによ ④・船員職業紹介事業を検討す ⑥Ｈ１７年度からの無料船員職業紹介事

り海事関連企業への就職率 る。 ２ 業開始に向け、規程等の整備を図り、海 ・就職については景気の動向や業

（就職者／卒業者）を７０％ ・就職指導を強化することに 員学校就職情報ネットワークの構築に向 界の情勢等に左右されるものであ

以上 より海事関連企業への就職 け内部検討会を立ち上げ検討を行ってい る。学校の行っている就職活動へ

率を６０％以上。 る。 の努力は十分に評価される。

海事関連企業への就職率は前年度より

６．７％向上し、５５ ３％となったが.
目標値には達していない。

（ｄ）その他

２

①海運業界のニーズに対応した実 ①実践的教育向上のため教育機 ①即戦力に向けた技能の向上を目指して

践教育を効率的に達成するため 材の整備。 実物の渦巻きポンプ等を購入し、各校に

所要の教育機材を整備 おいて教育機材の整備を実施している。

、②各校の校名の改称 ②寮生活指導充実のためカウン ②普通科教官及び新任教官等を対象にし ・カウンセリング技術研修を行い

③寮生活における生活指導を充 セリング研修や寮生活に関す た研修を２回実施している。 生徒指導に効果を上げていること

実させ、船員職業に不可欠な る教官会議に事務官の参加。 また、新任教官の研修に事務官も参加さ は評価できる。

集団生活の理解を深度化 せ、カウンセリング手法の研修を受講さ

せている。

④最新の船舶技術を習得し、実 ③教官７名の内航船乗船研修を ③７名の内航船乗船研修が実施されてい

地に即した船員教育を目指す 実施。 ２ る。

ために毎年７名程度の教官の

船舶乗船研修を実施

⑤教育手法・生活指導等の向上

のため毎年８名程度の教育研 ④教官８名の教育研修を実施。 ④普通科教官研修１０名、機関シミュレ

修を実施 ータ研修１１名、合計２１名の研修が実

⑥社会的ニーズに対応し、より 施されている。

効果的な海員養成を実施する ⑤関係する教育機関や海運業界 ⑤教育機関や海運業界と８回の意見交換

ため、関係する教育機関や海 と２回以上の意見交換会を開 会が実施されている。

運業界と年２回程度の意見交 催。

換会を開催

⑦独立行政法人として所要の職 ⑥２０名の職員研修を実施。 ⑥内部研修１７名、外部研修６名、合計

員研修を年間２０名程度実施 ２３名の職員研修が実施されている。

⑧適正な養成数を反映した施設 ・Ｈ１７年３月３１日をもって沖縄校の

の再編を図るため、沖縄校を 教育業務を停止している。

廃校する。



（２）成果の普及・活用促進

（ａ）職業指導体制の強化

①関係業界と職業指導についての ①関係業界と就職指導について ３ ①日本内航海運総連合会との間で、学生

定期協議を行い、相互の情報を 会議を開催。 ・生徒の海上就職促進に関する意見交換

交換し得る体制作りを検討 会が実施されている。

②コンピュータによる就職情報交 ②ＩＴを利用し、教務部を主体 ②Ｈ１７年度からの無料船員職業紹介事

換が可能な体制作りを検討 とした一元管理を行う船員職 業開始に向け、求人就職活動業務の効率

業紹介事業の整備を図る。 化を図り、海員学校就職情報ネットワー

③会社訪問や会社説明会等を充実 ③会社訪問や会社説明会等の開 クの構築について内部検討会を立ち上げ ・多くの会社訪問を実施し、会社

催を促進。 検討を行っている。 説明会を増やし会社を知る機会を

③会社訪問、会社説明会等の機会が多数 学生・生徒に提供したことは評価

設定されている。 できる。

（ｂ）技術移転の推進等

①相手機関の要請に応じて、研修 ①研修員の受入れ及び職員派 ２ ①小樽校において教育実習生を１名受け

員受入れ及び職員派遣を実施 遣。 入れている。

②関係委員会等の要請に応じ ②関係委員会等の委員への職員 ②７つの関係委員会に、延べ７名の委員

て、委員等の職員派遣を実施 派遣。 を派遣している。

（ｃ）海事思想普及等に関する業務

・海事等に関する市民公開講座等 ・海事等に関する市民公開講座 ３ 学校の施設・設備の利用、船舶の活用等 ・船舶を活用した体験学習等の提

を年間２回程度開催 等を２回開催 により、地方自治体主催の各種行事や小 供、ボランティア活動、地域社会

。学校・中学校の依頼による「総合的な学 に対する活動の実施は評価できる

習の時間」等において体験学習や講演会

を実施している。

３．予算，収支計画及び資金計画

（１）自己収入の確保 ２

・学校の業務の範囲内において、 ・授業料を５０％アップ。 ・計画どおり授業料を５０％値上げし、

自己収入を確保 ・各種証明書の発行手数料の徴 また、各種証明書発行手数料を徴収して

収。 いる。

（２）予算，収支計画及び資金計画

・予算 ・予算 ２ ・ 計画に従い適切に執行されている。

・収支計画 ・収支計画

・資金計画 ・資金計画

４．短期借入金の限度額 － ※平成１６年度は該当なし

・限度額 ３００百万円 ・限度額 ３００百万円

５．重要財産の処分等に関する計画 － ※平成１６年度は該当なし

・なし －

６．剰余金の使途 － ※平成１６年度は該当なし

・教育基盤の整備充実 －



７．その他主務省令で定める業務運

営に関する事項

（１）施設・設備に関する計画

・期間中総額７．９億円規模の施 ・清水校学生寮他の耐震改修工 ２ ・清水校の学生寮、付属棟の耐震改修工

設を整備 事の実施 事が実施されている。

・清水校本館耐震改修工事の具 ・清水校本館耐震工事について整備計画

体的計画の策定 を作成している。

・年度中に総額１０百万円規模 ・カッターが整備されている。

の教育機材を整備

（２）人事に関する計画

①方針

・教育管理及び事務管理の変化等 ・柔軟で効果的な運用 ２ ・教務部職員の清水校教諭兼任を解除

に柔軟に対応して機動的かつ効 し、教務部組織の強化が図られている。

果的な運用を行いつつ、人員を

抑制

②人員に係る指標 ・年度末の常勤職員を年度当初の９７％

・期末の常勤職員数を期首の９１ ・年度末の常勤職員数を年度当 としている。

％とする 初の９７％とする

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。

３点：中期目標の達成に向けて特に優れた実施状況にあると認められる。

２点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。

１点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。

０点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められず、業務改善が必要である。

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。



平成１６年度業務実績評価調書：独立行政法人海員学校

総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由

各項目の合計点数＝５８

○ 項目数（２５）×２＝５０

下記公式＝１１６％

＜記入要領＞ ・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１３０％以上である場合には 「極、

めて順調」とする。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１００％以上１３０％未満である

場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％以上１００％未満である場

合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％未満である場合には 「要努、

力」とする。

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位

又は下位のランクに評価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変

更することができる。

自 主 改 善 努 力 評 価

評 定 評 定 理 由

相当程度の実践的努力が認められる 学校ごとに行っていた求人・就職活動を、本部教務部と各学校と

の役割分担を定め、その情報を本部に集約し各学校にその情報を提

、 。供するようにし 同活動の効率化が図られていることは評価できる

また 全学年を対象とした校内実力テストについては 昨年の 業、 、 「

務全般に関する意見」で当分科会の指摘どおり、実施した学校数が

増加するなど、各校において知識の定着と学習意欲の向上につなが

っていることは評価できる。

さらに、小型船舶教員養成講習実施規程の整備等を行い、小型船

舶教習所教員講習を海員学校で実施できるようにしたことにより、

多数の教官が教員資格を取得し、海上実習時の教官配置等時間割の

、 。編成において より効率的な運用が可能になったことは評価できる

＜記入要領＞ ・自主改善努力が意欲的かつ前向きで、優れた実践事例として認められる場合には、評定欄

に「相当程度の実践的努力が認められる」と記入し、認められない場合には「－」と記入す

る。いずれの場合においても、その右の「評定理由」欄に、取組みの事例を含め、その理由

を記入する。

業 務 全 般 に 関 す る 意 見

海員学校は本部における一元管理等の推進により、海技試験の合格率、海事関連企業への就職率、学生・

生徒に対する指導法等に関して着実に成果を上げているが、海上労働への就職率の向上に関してはさらに一

層の努力を期待する。

＜記入要領＞ ・業務運営評価及び自主改善努力評価を踏まえ、本欄には、総合的な評定について必要な場

合に付される意見を記入する （業務運営評価、自主改善努力評価及び本意見をもって総合。

的な評価とする。


